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１．福島第⼀原⼦⼒発電所における新型コロナウイルス対策について
（緊急事態宣⾔を受けた追加対策）
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 福島第⼀原⼦⼒発電所では、これまで出社前検温の実施やマスクの着⽤等、感
染拡⼤防⽌対策を実施しており、福島第⼀原⼦⼒発電所においては、東京電⼒
HD(株)社員および協⼒企業作業員に新型コロナウイルスの罹患者は発⽣してい
ないこと（4⽉27⽇時点）などから、現段階では現場作業を継続していく予定

 ただし、今後の感染拡⼤のリスクに備え、次のとおり対応⽅針を策定
• 感染拡⼤防⽌のため、「三密」（密閉、密集、密接）回避を更に徹底し、
罹患者の発⽣・増加防⽌に努めていく

• 現時点では廃炉作業を継続するが、罹患者の発⽣・増加に備え、プラント
を安全・安定に維持管理するために必要な作業を継続しつつ、それ以外の
業務への対応について、検討・準備を進める

• 今後、福島県から要請等が出された場合は、要請等の内容を踏まえ、改め
て検討する



１．福島第⼀原⼦⼒発電所における新型コロナウイルス対策について
（GW期間を迎えるにあたっての追加対策）
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 GW期間を迎え、福島県内外との往来増加による感染※拡⼤が懸念されることか
ら、福島第⼀原⼦⼒発電所においても、4⽉29⽇〜5⽉10⽇の間を感染リスク
低減のための対策強化期間と定め、以下の追加対策を実施（⼀部検討中）

• 対策強化期間内での福島県と県外との往来を含め不要不急の外出⾃粛を要
請。やむを得ない事情により往来する場合には、5⽉11⽇から2週間は発電
所への来所を禁⽌し、⾃宅等での待機を指⽰（東京電⼒HD(株)社員および
協⼒企業作業員）

• 4⽉8⽇から5⽉10⽇の間の⾏動履歴を作成し、感染の恐れが⽣じた場合に
感染ルート探査が容易に⾏えるよう備える（東京電⼒HD(株)社員および協
⼒企業作業員）

• 特定箇所の医療機関への集中を防ぐため、電離検診延期の可否等を検討中
（東京電⼒HD(株)社員および協⼒企業作業員）

※ 記載適正化に伴い修正(2020/4/30) 変更前︓汚染拡⼤ 変更後︓感染拡⼤



２．福島第⼀原⼦⼒発電所における新型コロナウイルス対策の概要（以下既報告分）
（本⾴以降、3/28公表資料からの変更点は⾚字記載）
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 福島第⼀原⼦⼒発電所においては、新型コロナウイルス対策として、主要建屋(※)
⼊⼝にて、⾚外線サーモグラフィーによる体表温度検査を実施。37.5℃以上の場合
は⼊館を拒否
※新事務本館、⼊退域管理棟、協⼒企業棟、正⾨

 東京電⼒社員に対しては、マスク着⽤及び出社前検温（熱のある場合の出社⾃粛）
の義務化、感染者・感染疑い者の情報確認を実施、国内外出張の原則禁⽌

 協⼒企業に対しては、感染者・感染疑い者が発⽣した場合の東京電⼒労務担当への
報告を指⽰

 現状の当直体制（勤務シフト）は通常体制。廃炉作業を安定的に進める上で不可⽋
な作業を担う当直員が罹患することを回避するため、対策を講じている

 視察者の受⼊れについては、2⽉29⽇から5⽉31⽇まで中⽌
※2019年度の視察者数は、3⽉31⽇時点で18,238⼈

 新型コロナウイルスの影響により、国内外でマスクや防護装備の需要が⾼まって
いるが、福島第⼀原⼦⼒発電所の廃炉作業で使⽤している放射線防護装備に
ついては、現時点で必要量を確保



３．福島第⼀原⼦⼒発電所における新型コロナウイルス対策事項（1/3） 4

＜東京電⼒HD(株)社員および協⼒企業作業員共通＞
 福島県と県外との往来を含め不要不急の外出⾃粛を要請

• 対策強化期間内での福島県と県外との往来を含め不要不急の外出⾃粛を要請。やむを得な
い事情により往来する場合には、5⽉11⽇から2週間は発電所への来所を禁⽌し、⾃宅等
での待機を指⽰

 4⽉8⽇から5⽉10⽇の間の⾏動履歴の作成
• 4⽉8⽇から5⽉10⽇の間の⾏動履歴を作成し、感染の恐れが⽣じた場合に感染ルート探査
が容易に⾏えるよう備える

 電離検診延期の可否を検討中
• 特定箇所の医療機関への集中を防ぐため、電離検診延期の可否等を検討中

 ⾚外線サーモグラフィーによる体表温度検査の実施
• 発電所各所（新事務本館2カ所、⼊退域管理棟2カ所、協⼒企業棟、
正⾨）において、温度体表検査を⾏い、37.5℃以上の場合は⼊館
（⼊所）不可

 ⾷堂の対⾯喫⾷禁⽌
• 対⾯喫⾷による⾶沫感染を防ぐため、各⾷堂の間引きを実施



３．福島第⼀原⼦⼒発電所における新型コロナウイルス対策事項（2/3） 5

＜東京電⼒HD(株)社員および協⼒企業作業員共通＞
 免震重要棟緊急対策室並びに５･６号機中操に⼊室する際の対策

• 運転員以外の⼊室を原則禁⽌とし、消毒⽤アルコールの使⽤、⼿洗い、マスク着⽤を
義務化

• 追跡調査のため⼊出者名簿を記録（所属、⽒名、⼊室時間）

＜東京電⼒HD(株)社員＞
 単⾝赴任者や独⾝者の帰省（帰宅）の⾃粛要請（4/8〜）

• やむを得ない事情を除き、単⾝赴任者や独⾝者の帰省（帰宅）につき⾃粛を要請

 マスク着⽤義務（4/17〜）
• 全所員に対しマスク着⽤を義務化(単⾝赴任者の⾃宅帰省時を含む)

 出社前検温の実施、感染者・感染疑い者の情報確認（2/25〜）
• 全所員に対し、出社前検温の実施ならびに報告を義務化
• 37.5℃以上の者は出社を控えるとともに職場管理者に報告し、データベースで共有

 出張の原則禁⽌（3/2〜）
• TV会議システムなどを活⽤し、真にやむを得ない場合を除き、国内、海外とも原則禁⽌



３．福島第⼀原⼦⼒発電所における新型コロナウイルス対策事項（3/3） 6

＜東京電⼒HD(株)社員＞
 時差勤務、在宅勤務の推奨（3/2〜）

• 計画的かつ組織的にフレックスタイム勤務を活⽤するとともに、社給PCやiPadによる
在宅勤務を推奨

 独単⾝寮⾷堂へのシフト制及び区画制の導⼊（3/6〜）
• 交替勤務者の感染予防のため、利⽤にあたってのシフト制及び区画制を導⼊

 会合およびイベントへの⾏動⾃粛（3/2〜）
• 会合の⾃粛および不特定多数が集まるイベント（集会）や場所への⾏動⾃粛

＜協⼒企業作業員＞
 協⼒企業に対する情報連絡の依頼（3/2〜）

• 各協⼒企業において、発熱（37.5℃以上）、体調不良（のどの 痛みや倦怠感）が
発⽣した場合には当社への報告を指⽰

 メーカーおよび協⼒企業との⾯会⾃粛（3/6〜）
• 主要企業各社に不要不急の来訪を⾃粛頂くとともに、来社時には
不織布製マスクの着⽤の協⼒を要請

• 新事務本館で打合せ⾏う際には、原則１階センターホールで実施



４．福島第⼀原⼦⼒発電所における当直体制について 7

 通勤バスの扱い
• 「交替勤務者優先バス」を「交替勤務者専⽤バス」に運⽤変更

 建屋内通路等での運転以外の者との接触回避
• ⼊退域管理棟から免震棟までの移動ルートを分離
• 着替え所を当直員と当直員以外で分離
• 免震棟集中監視室の出⼊⼝を当直員と当直員以外で分離

 運転員の執務関係環境
• 作業受付場所を集中監視室外に変更
• 引き継ぐ内容を事前に整理し、短時間かつ⼀定の離隔距離を取って引き継ぎを実施

 空調の独⽴化等による他居住空間からの回り込み防⽌
• 免震棟緊急対策室ならびに５・６号機中央制御室の空調は、他エリアと別であり独⽴

 現状の当直体制（勤務シフト）は通常体制

 廃炉作業を安定的に進める上で不可⽋な「燃料デブリの管理」「使⽤済燃料の継続
的な冷却」「汚染⽔の適切な処理」を担う当直員が罹患することを回避するため、
下記の対策を講じている



５．福島第⼀原⼦⼒発電所における視察状況および各装備品の取扱いについて 8

 視察状況
• 2⽉29⽇より5⽉31⽇までの視察受⼊中⽌を決定。再開時期については、社会情勢を
踏まえ決定

• 2019年度の視察者数は、3⽉31⽇時点で18,238⼈

 各装備品の取扱い
• 新型コロナウイルスの影響により、国内外でマスクや防護装備の需要が⾼まって
いるが、福島第⼀原⼦⼒発電所の廃炉作業で使⽤している放射線防護装備につい
ては、現時点で必要量を確保

• 製造業全般における「サプライチェーン」の課題⻑期化が想定される中でも、
福島第⼀原⼦⼒発電所の廃炉作業に万全を期すべく、防護装備の安定的な確保に
向けて、調達先の拡⼤などの必要な対応に加えて、作業員の安全性確保を⼤前提
とした各装備品（防護装備）の柔軟な取扱いなどの対応も実施中


